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令和３年度
東京都福祉人材センターにおける取組みについて
～コロナ禍を踏まえた取り組みを中心に～

ホイクマ



東京都福祉人材センターとは
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 社会福祉法に基づき東京都知事の指定を受けて、社会福祉法人東京
都社会福祉協議会が運営しています。

 福祉の仕事に就くことを希望されている方に対して、資格取得や就
職活動等の相談、福祉の仕事の紹介・あっ旋、各種セミナーや面接
会等を実施しています。

 職業安定法に基づく無料職業紹介事業（厚生労働大臣許可）とし
て、福祉の仕事の紹介・あっ旋を行っています。
【無料職業紹介事業許可番号 13-ﾑ-080008】

住所 千代田区飯田橋３-10-3
東京しごとセンター

電話番号 03-5211-2860

※立川駅近くに多摩支所もあります。



東京都福祉人材センターにおける人材確保事業
～求職者からの相談・就職あっせんの実施～
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福祉職場で必要となる資格取得や就職に関する相談や就職あっせんを行って
います。

【特徴】
○福祉の仕事であれば、あらゆるご相談に対応
します!!

○個々人のご希望等に応じて、継続的な支援を
行います!

【センターの窓口業務 開所日・時間等】
開所日:月曜日～土曜日
開所時間:９時～２０時（土曜日は１７時まで）
休業日:日曜、祝日、年末年始

※多摩支所（立川駅から徒歩８分）は
平日９時から１７時まで開館
休業日:土曜、日曜、祝日、年末年始
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福祉の仕事への就職を希望する方々などを対象に、就活イベントや職場体験事業などを
行っています。
【就活イベント】
○都内最大級の福祉系合同就職説明会
「福祉の仕事 就職フォーラム」

○地域密着相談面接会
（区市町村社協、行政、ハローワーク等との共催）

○保育士就職支援研修・就職相談会

【求職者向け職場体験や資格取得の支援】
○介護職場体験事業
○介護職員資格取得支援事業（介護職員初任者研修を無料で受講できる）
○介護職員就業促進事業（介護業務に従事しながら介護の資格取得を目指す）

【求職者向け講座・セミナー】
○福祉の仕事ミニセミナー（無資格・未経験者向け）
○就職支援セミナー（応募書類の書き方、面接対策等）
○保育士就職支援セミナー（保育士の有資格者対象）

東京都福祉人材センターにおける人材確保事業
～就活イベントや職場体験事業などの実施～
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東京都福祉人材センター利用実績
－求人数・相談あっせんの実績－

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

新規求人数 １９，８８６ １８，１８９ １８，０７５

新規求職者数 ５，１０９ ５，３４４ ５，１８１

採用
者数

求人情報サイト「福祉のお仕事」シス
テムを活用した（自己応募や紹介状
発行）採用者数

２７０ ２３３ １２５

センター主催事業（就職面接会
等）による採用者

８３３ １，０２４ １，１６４

計 １，１０３ １，２５７ １，２８９

来所者数 １２，１９８ ９，８０９ １０，７９５

♦令和２年度及び３年度は、緊急事態宣言の発出等により、
センターへの来所者数や求職相談（来所）による採用者数は大きく
影響を受ける結果となりました。



東京都福祉人材センター求職登録者の属性
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 センター来所者及びイン
ターネットからの登録者の
合計（令和４年６月現在、多
摩支所分は除く）。

 有効求職者数７８８名の内
訳。

 ４０・５０代の方の登録が多
い。

 福祉関係の職歴がある方
が半数近くを占める。

15.61% 13.83% 27.41% 31.60% 10.03%

1.52%

年齢

20代以下 30代 40代 50代 60代 70代以上

38.83% 60.79%

0.38%

性別

男性 女性 未記載

48.73% 17.39% 33.88%
福祉関係

の職歴

あり なし 未記載



求職相談の現場等から見えるコロナ禍における幾つかの傾向
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①センターへの来所者数は減少した一方で、センター職員がハローワーク等に出向い
て相談を受ける出張相談の相談件数は過去３年間の中で最大の相談件数となりま
した。とくに、他業種（販売業、飲食業など様々）で働いている（いた）方から
福祉の仕事をしたい、福祉の仕事に関心があるという相談が増えたことが大きな
要因と思われます（Ｒ3:257件、Ｒ2:178件、Ｒ1:178件）。

②センターが実施する介護分野の資格取得を支援する事業（参加対象は都内で介護
業務への就労を希望する方）においても利用者が増えています。
（資格取得支援事業の受講者 Ｒ3:811名、Ｒ2:742名、Ｒ1:536名）。

③緊急事態宣言によりセンターが主催する福祉職場を体験できる事業が中止や縮
小になるなど、求職者が福祉職場を直接見聞できる機会が減少しています。

上記の他にも、センター相談員が求人事業所を訪問するヒアリン
グの中では、オンラインによる採用活動を進めているという声も
聞かれます。



－他業種で働いている（いた）方からの相談が増えています－
ハローワーク「福祉のお仕事相談コーナー」における相談者の傾向
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 大森・新宿・青梅・三鷹・府
中ハローワークおよび町田
市社協への出張相談実績。

 年間２５７件の相談実績。

 ４０・５０代の方からの相談
が多い。

 福祉職としての経験がない
方の相談が全体の７割を超
える。

5.84%

14.40% 22.18% 36.96% 18.68%

1.95%

年齢

20代以下 30代 40代 50代 60代 70代以上

40.08% 59.92%性別

男性 女性

73.62%

3.94

8.66%

4.33

7.09%

2.36%

経験年数

0年 1年 ２年～５年 ６年～９年 10年以上 20年以上



－他業種で働いている（いた）方からの相談が増えています－
「福祉のお仕事相談コーナー」における相談事例
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 福祉の仕事や資格について知りたい
仕事の分野、資格、仕事内容全般を知りたい。
安定した仕事に就きたい。福祉の仕事はどんなものか、資格は必要か。
資格の取得方法を知りたい。
分野や職種もわからないので、まず介護職の資格について知りたい。

 未経験・無資格でも就労できるか
資格は無いが、福祉の仕事ができるか。
無資格・未経験だが応募できる求人はあるか。
自分でできる仕事はあるか。この年齢で福祉の求人はあるか。

 介護以外の仕事はあるか
求人は介護と運送が多いと聞いた。親の介護の経験はあるが、
排泄介助に不安がある。
障害分野や児童分野で支援員、指導員として役に立ちたい。
年齢的に体力が不安。相談職になれるか。
福祉業界で、編集や事務の仕事はあるか。



コロナ禍を踏まえた東京都福祉人材センターの主な取り組み
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東京都福祉人材センターにおいても、福祉職場での勤務経験がある方だけ
ではなく、福祉の仕事に関心のある無資格・未経験者等を対象とした取り
組みを進めています。また、従来の対面を前提とした事業（対面による相
談、就職相談会、職場体験、セミナーなど）だけでなく、オンラインを活
用した取り組みも進めています。

 無資格・未経験者向けの入門セミナーを開催しています。
 無資格・未経験者等を対象としたハローワークでの出張相談を実施し
ています。

 他業種から介護分野や障害福祉分野に新たに就職した方に、就職支援
金の貸付事業を令和３年10月より開始しました。

 対面事業の中止等の代替措置として、オンラインによる相談
面接会の開催、セミナーや事業所の取り組み等の動画
配信なども行っています。

 大学・専門学校対象の就職ガイダンスもオンライン配信
としました。



－他業種で働いていた方等の介護分野への就職を応援します－
介護分野就職支援金貸付事業の開始
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介護のお仕事に就職するための準備経費に
かかる費用を無利子で最大２０万円お貸し
します。
【貸付対象】
 指定する資格を有していること
 前職が、介護職員等でないこと
 令和３年４月１日以降、東京都内の介護
サービス事業所・施設に介護職員等とし
て就職（内定を含む）したこと など

【返還免除】
 就職後、継続して２年
間、東京都内で介護職
員等の業務に従事した
場合に、貸付金の返還
が免除されます。



－他業種で働いていた方等の障害福祉分野への就職を応援します－
障害福祉分野就職支援金貸付事業の開始
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障害福祉のお仕事に就職するための準備経
費にかかる費用を無利子で最大２０万円お
貸しします。
【貸付対象】
 指定する資格を有していること
 前職が、障害福祉職員でないこと
 令和３年４月１日以降、東京都内の障害
福祉サービス事業所・施設に障害福祉職
員として就職（内定を含む）したこと
など

【返還免除】
 就職後、継続して２年
間、東京都内で障害福祉
職員の業務に従事した
場合に、貸付金の返還
が免除されます。



－東京都福祉人材センターによる情報発信－
YouTubeでの情報発信も強化しています
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東京都福祉人材センター YouTubeチャンネル

【主な掲載動画】

○施設見学ツアーの動画
（施設内の紹介、職員へ
のインタビューなど）
※高齢分野、障害分野、
児童・保育分野

○東京都福祉人材センター
紹介動画

○福祉のしごとミニセミナー
の動画

○就職支援セミナーミニ動
画（応募書類の書き方等）

など



参加者の安心・安全に応えるため、オンラインによる取り組みも進めています
福祉の仕事 就職フォーラムの開催実績
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【開催方法等】
 はじめてのWEBによるオンライン開催
 出展法人による説明会では、法人に
チャットで直接質問可能、カメラ・マイ
クオフでも参加可能

 後日アーカイブ動画の視聴も可能
 特設サイトでは、福祉業界セミナーや就
活応援セミナーの動画も配信

【令和３年度開催実績】
 参加登録者数:５５０名
 視聴予約件数:

２，４３７件
 出展法人: １２５法人



今後に向けて
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 無資格・未経験の方の相談内容は業界研究レベルから始まります。
短期間で完了する就職支援はごく一部。職場体験、資格取得支援や
セミナー開催などによる継続した支援が必要となります。

 あわせて無資格・未経験の方々が就職した後の定着支援に向けた継
続的な支援の仕組みが一層求められます。

 地域密着面接会のオンライン開催実績は僅少。主催者や求人事業所
のＩＴリテラシーの向上も課題です。

 ウィズコロナ時代では、オンライン開催のメリットは大
きい。オフライン事業の代替手段ではなく、利用者の
利便性向上のためのオンライン事業としての環境
構築が必要です。


